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第１ 大田区の内部統制制度 

１ 大田区内部統制制度の概要 

（１）概要 

   地方自治法の一部を改正する法律（平成 29年法律第 54号）により、都道府県及び指定

都市においては、内部統制の導入が義務化され、内部統制に関する方針の策定及び必要な

体制を整備することになりました（令和２年４月１日施行）。 

総務省は、平成 31年３月、地方自治法第 245条の４第１項に基づく技術的助言として、

地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドラインを策定しました。なお、令

和６年３月、ICTへの対応強化の重要性及び過年度不備の取扱い（当該年度に把握した過

年度の重大な不備の適切な対応）等を追記した一部改正を行っています。 

区においては、内部統制の導入は努力義務となっていますが、多種多様化する行政ニー

ズに的確な対応が求められている中、事務事業の適正な執行をより確固たるものとし、区

民から信頼される区政の実現を図るため、令和元年６月１日に「大田区内部統制取組方針」

を定めました（令和７年７月 24日一部改定（P33））。また、全部局の内部統制を推進する

ため、区長を会長とする大田区内部統制推進会議を中心とした推進体制を整備し、区の現

状に即した内部統制の運用に取り組んでいます。 

区の内部統制は、新しいものを構築することではなく「業務を適切かつ効率的に行える

よう、リスク管理の視点からルールを整備し、守る仕組み」と定義し、職員一人ひとりが

内部統制に参画している自覚を持って継続的に取り組んでいくことを目指しています。 

本報告書では、財務に関する事務と情報セキュリティに関する事務を中心として、令和

７年度における内部統制の整備・運用と今後の内部統制の方向性を示しています。 

 

（２）大田区内部統制取組方針の策定       

大田区内部統制取組方針では、次の４つの柱を掲げています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

１ コンプライアンスの推進 

法令その他の規範を遵守し、改めて服務規程の徹底や個人情報及び職務に 

関する情報を適切に管理することを組織全体で取り組んでいきます。 

２ 業務の効率的かつ効果的な遂行 

大田区スマートワーク宣言を踏まえ、意識改革、業務の効率化、事務事業 

の見直しを継続し、効率的かつ効果的にその業務を遂行できるようにするこ 

とで、業務の目的達成を図ります。 

３ 財務等に関する適切な事務の遂行 

財務等の事務の信頼性を確保するため、会計事務その他の業務プロセスに 

おいて、リスクを的確に把握し、適切な事務を遂行します。 

４ 区民の大切な資産の適切な管理運用 

    区が保有する資産を把握し、適切な活用及び処分等を行います。 
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２ 内部統制推進体制 

（１）大田区内部統制推進会議 

 全部局の内部統制を推進するため、大田区内部統制推進会議を設置しました。 

この会議は、会長（区長）、副会長（両副区長）、委員（教育長、庁議を構成する部長

及び会計管理者）で構成され、内部統制の推進に関する事項を決定します。 

 

（２）統制機能部門連携会議 

  財政、文書管理、情報セキュリティ、法規、服務規律、契約、会計など全部局に共通

の事務を所管する所属（統制機能部門）で統制機能部門連携会議を開催し、内部統制に

関する情報共有を図ります。統制機能部門は、所管業務に関する研修の実施や意識啓発、

業務マニュアル、各種事務の手引の更新や周知等、全部局に共通する適正な事務執行の

確保を支援し、区における内部統制を推進します。 

 

 

 

 

 

（３）全部局 

ア 部局長 

所管部局の内部統制を統括し、部局内の職員に対する方針の遵守及び具体的な取組

を指示するなど、部局内の責任者として内部統制を推進します。 

 

イ 所属長（内部統制推進リーダー） 

部局長の指示のもと、所属におけるリスク対応及び日々の業務に関する定期的なモ

ニタリングを実施し、内部統制の推進を指揮します。 

 

ウ 係長（内部統制推進員） 

所属長を補佐し、職場（係又は担当）における内部統制の実務の中心的役割を担いま

す。内部統制推進広報紙「Action！」の内容説明や注意点等周知、所属長の指揮のもと、

業務プロセスの見える化（マニュアル等作成・更新）、職場におけるリスク・事故に係

る対応、再発防止策検討等を実施します。 

 

エ 職員 

内部統制は全ての職員が日々の業務の中で取り組むものです。職員一人ひとりが法

令や業務マニュアル等のルールを遵守し、考えられるリスクに適切に対応して業務に

取り組みます。 

  

※統制機能部門連携会議の構成員 

 経営改革担当課長、財政課長、総務課長、内部統制・情報セキュリティ担当課長、 

法務担当課長、人事課長、経理管財課長、会計管理者 
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連
携 

契
約 

 

＜部局長＞ 

○部局の内部統制推進を統括 

○方針の遵守及び取組の指示 

＜所属長＞ 

（内部統制推進リーダー） 

○所属におけるリスク対応 

○定期的なモニタリング 

＜係長＞ 

（内部統制推進員） 

○業務プロセスの見える化 

○事故等の実務対応・再発防

止等検討 

○内部統制推進広報紙 

「Action！」周知 

＜職員＞ 

○ルールの遵守 

○リスク対応策の実践 

   

 

 

○情報共有 

○研修実施 

○必要に応じた 

業務マニュア

ル（手引等）

の整備 

○適正な事務 

執行に向け 

た取組 

 

○推進会議実務補助 

○体制の整備・運用 

を全部局に推進 

○継続的な情報発信 

○モニタリング 

○報告書等の作成 

 

  

 

総務課 内部統制・ 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ担当 
統制機能部門 

 

 

             ※内部統制制度の充実及び効果的な運用を図る 

 

 

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

決定内容の推進 

支援 

内 

部 

統 

制 

外
部
か
ら
の
統
制 

区 民  

会 長（ 区 長 ） 

副会長（両副区長） 

委員（教育長、庁議を構成する部長及び会計管理者） 

全部局 

外
部
監
査
人 

大田区内部統制推進会議 

統制機能部門連携会議 

監査事務局 

区議会  

監査委員 

内部統制の推進体制 
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第２ 令和７年度の取組 

１ 全庁における取組 

事務事業の適正な執行をより確固たるものとし、区民から信頼される区政の実現を図る

ため、自らの業務に対し職員一人ひとりが責任と自覚を持つことを目的に内部統制の整備・

運用に取り組みました。 

 

（１）各種会議の開催 

ア 大田区内部統制推進会議の開催 

内部統制に関する認識の共有及びその取組の推進を目的とした大田区内部統制推

進会議を開催し、前年度の取組結果及び今後の取組内容等を確認しました。 

第 7回 

開催日 令和７年７月 24日 

内 容 
○大田区内部統制取組方針（改定）（案） 

○大田区内部統制取組報告書（令和６年度）（案） 

 

イ 統制機能部門連携会議の開催 

内部統制を推進する上で、全部局に共通する事務を所管する所属で構成する統制

機能部門連携会議を開催し、現状報告や内部統制を推進するための取組等について

意見交換及び情報共有を行いました。 

第 12回 

開催日 令和７年７月７日 

内 容 
○大田区内部統制取組方針（改定）（案） 

○大田区内部統制取組報告書（令和６年度）（案） 

 

  ウ 大田区選挙事務不適正処理再発防止対策本部会議の開催 

    選挙事務の不適正処理の発覚を契機として、選挙事務における再発防止に係る課

題の共有、検討とともに、組織内の適正な事務執行の徹底を図るため、内部統制に資

する取組（内部統制等に関する研修の充実、「内部統制推進掲示板」のグループウエ

アトップページへの移設・掲示内容整理等）を推進しました。 

 

12回開催 内 容 
○選挙事務の不適正処理の再発防止の取組 

○その他、庁内における適正な事務の執行に関すること 

 

 

 



 5   

 

（２）研修等の実施 

内部統制が有効に機能するためには、事務事業の適正な執行に対する意識啓発と

ともに、事務に関する基本的な考え方や必要性について理解することが重要です。 

統制機能部門を中心に、法令遵守、法規、情報セキュリティ対策、文書、契約及び

会計事務など内部統制に関する研修等を以下のとおり実施しました。 

 

 

【内部統制・法令遵守】 

研修名 公務員倫理等研修 

内 容 公務員倫理、コンプライアンス 

日 程 ①管理職  ：令和７年８月 22日～９月 15日 

②一般職員：令和７年 10月 10日～12月９日 

対 象 管理職及び一般職員 

受講人数 1,393名※  ※アンケート回答者数を掲載 

 

研修名 地域福祉課・生活福祉課職員研修 

内 容 ①支払い遅延防止、②リスクコントロール 

日 程 令和７年８月 28日 地域福祉課 

令和７年９月 ４日 生活福祉課 

対 象 地域福祉課管理係長 

生活福祉課生活福祉係長 

受講人数 34名 修了 

 

研修名 新任研修（前期）（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期、技能） 

内 容 区の財政、情報セキュリティ対策、公務員倫理 等 

日 程 令和７年４月 10日（共通） 

対 象 ①令和７年度新規採用職員（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期、技能） 

②令和７年度新規採用職員（経験者採用）ほか 

受講人数 222名 修了 

 

研修名 新任研修（前期）（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期、経験者）特別区共同実施 

内 容 地方自治制度、地方公務員と公務員倫理 等 

日 程 
①令和７年４月４日～４月 25日の指定する日（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期） 

②令和７年４月 28日～５月２日の指定する日（経験者採用） 

対 象 
①令和７年度新規採用職員（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期） 

②令和７年度新規採用職員（経験者採用） 

受講人数 208名 修了 
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研修名 主任昇任準備研修 

内 容 区の財政、情報セキュリティ対策、公務員倫理 等 

日 程 令和８年１月 28日 

対 象 令和７年度主任職昇任選考合格者 ほか 

受講人数 112名 修了 

 

研修名 係長職昇任時研修（区政知識） 

内 容 人権問題、行政をめぐる最近の訴訟事例、区の財政 等 

日 程 令和７年６月６日 

対 象 令和６年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 59名 修了 

 

研修名 係長職昇任準備研修 

内 容 内部統制、公務員倫理 等 

日 程 令和８年１月 27日 

対 象 令和７年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 66名 修了 

 

研修名 新任管理職研修Ⅱ 

内 容 内部統制 

日 程 令和７年５月 19日 

対 象 令和７年度管理職昇任者 

受講人数 14名 修了 

 

【法規】 

研修名 民法研修 

内 容 民法に関する基礎的知識 等 

日 程 令和７年９月 17日 

対 象 受講を希望する職員 

受講人数 48名 修了 

 

研修名 行政手続法研修 

内 容 
行政法の基礎、行政の作用、行政上の強制手段、事例紹介 

行政手続総論、行政手続法、行政救済総論、行政上の不服申立て等 

日 程 令和７年９月 19日 

対 象 受講を希望する職員 

受講人数 28名 修了 
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研修名 法制執務研修 

内 容 条例・規則の基礎知識、大田区例規集システムの操作方法 等 

日 程 令和７年 10月 31日 

対 象 受講を希望する職員 

受講人数 48名 修了 

 

【情報セキュリティ対策】 

研修名 新任研修（前期）（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期、技能、経験者） 

内 容 情報セキュリティ対策（情報セキュリティ入門、情報セキュリティ事故） 

日 程 令和７年４月 10日、令和７年 11月４日、令和７年 12月 12日、 

令和８年２月 13日 

対 象 令和７年度新規採用職員（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期、技能、経験者）ほか 

受講人数 239名 修了 

 

研修名 主任昇任準備研修 

内 容 情報セキュリティ対策（情報セキュリティとは、区における事故発生状況、

事故を起こさないために） 

日 程 令和８年１月 28日 

対 象 令和７年度主任職昇任選考合格者 ほか 

受講人数 112名 修了 

 

研修名 管理職情報セキュリティ研修 

内 容 ①個人情報保護、②情報セキュリティ 

日 程 令和８年２月 16日～２月 27日 

対 象 管理職 

受講人数 165名 修了 

 

研修名 係長職昇任時研修（実務知識） 

内 容 情報セキュリティ対策（個人情報保護概要、情報セキュリティの現状、区

における事故発生状況、環境変化と内部統制、事故を起こさないために） 

日 程 令和８年２月 18日～３月 24日 

対 象 令和６年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 60名 修了 

 

【文書事務】 

研修名 文書事務研修（初級） 

内 容 文書の管理、公文書の作成 等 
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日 程 令和７年８月 12日～10月 10日（ｅラーニング） 

対 象 採用１年目～５年目職員、その他受講を希望する主任までの職員 

受講人数 140名 修了 

 

研修名 係長職昇任時研修（実務知識） 

内 容 公文書の作成、審議のポイント、事案決定手続規程、公印 等 

日 程 令和８年２月 18日～３月 24日（ｅラーニング） 

対 象 令和６年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 60名 修了 

 

【契約事務】 

研修名 契約事務研修 

内 容 契約概要、契約権限、契約書と請書兼請求書、仕様書、総価契約と単価契

約・内訳書、契約書の添付書類、業者選定の流れ、契約事務の注意点 

日 程 令和７年 11月 28日～１月９日（ｅラーニング） 

対 象 
職務上契約事務の知識が必要で実務経験が概ね１年未満の職員、 

その他受講を希望する職員 

受講人数 151名 修了 

 

研修名 係長職昇任時研修（実務知識） 

内 容 契約事務（契約事務のポイント、検査の基礎知識） 

日 程 令和８年２月 18日～３月 24日（ｅラーニング） 

対 象 令和６年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 60名 修了 

 

【会計事務】 

研修名 会計事務研修 

内 容 現金出納簿、支出事務、歳入事務 

日 程 令和８年２月 16日～３月 12日（ｅラーニング） 

対 象 受講を希望する職員 

受講人数 124名 修了 

  

研修名 係長職昇任時研修（実務知識） 

内 容 会計事務（概要、金銭会計帳簿、物品会計、支出事務、歳入事務） 

日 程 令和８年２月 18日～３月 24日（ｅラーニング） 

対 象 令和６年度係長職昇任能力実証合格者 ほか 

受講人数 60名 修了 
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【内部統制推進】 

研修名 内部統制推進研修（コンプライアンス） 

内 容 コンプライアンス 

日 程 
令和７年 12月９日（午前・午後） 

２コマ（半日単位）中、いずれか受講 

対 象 受講を希望する係長ほか 

受講人数 103名 修了 

○  詳細  

各職場で内部統制を有効に機能させるため、内部統制推進員である係長級（主査を

含む）を対象に研修を実施しました。本研修では、内部統制の定義や求められる業務

の効率的かつ効果的な遂行や、法令等の遵守（コンプライアンス）について理解を深

めることを目的としました。 

○  カリキュラム 

（１）内部統制とは何か 

（２）コンプライアンスを考える 

（３）コンプライアンス体制を作る 

（４）まとめ 
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（３）広報及び情報提供 

総務課内部統制・情報セキュリティ担当では、内部統制に関する意識を醸成するため、

庁内グループウェアに内部統制推進掲示板を設置し、内部統制推進広報紙「Action！」を

発行するなど、掲示板を活用した庁内への情報提供を行いました。 

 

【庁内グループウェアの掲示板を活用した情報提供】 

 【内部統制推進広報紙「Action！」～職員一人ひとりが実践～ の発行】 

第 27号 

発行日 令和７年６月 11日 

内 容 ○内部統制とは？ 

第 28号 

発行日 令和７年７月 31日 

内 容 ○令和６年度内部統制推進アンケート調査結果 

第 29号 
発行日 令和７年８月 27日 

内 容 ○支払処理、後回しにしていませんか？ 

第 30号 

発行日 令和７年９月５日 

内 容 ○大田区内部統制取組方針（改定） 

第 31号 

発行日 令和７年 10月１日 

内 容 ○完成 大田区内部統制取組報告書（令和６年度） 

第 32号 

 

発行日 令和７年 11月 12日 

内 容 ○内部統制推進掲示板の活用 

第 33号 

発行日 令和８年２月 13日 

内 容 ○公文書作成のポイント！ 

第 34号 

発行日 令和８年３月４日 

内容 〇引継ぎ準備、始めてますか 
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【内部統制推進広報紙「Action！」第 29 号】 
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（４）リスクマネジメント 

  令和７年度に実施した主な取組は以下のとおりです。 

 

〇「内部統制の手引」の改定及び事例集の作成 【R7 取組強化】 

 庁内における内部統制の進捗状況等を踏まえ、リスクの可視化及び事故の未然防止

を更に強化する観点から「内部統制の手引」を改定するとともに、庁内外で発生した

事故を事例集として新たにまとめました。 

 

〇「内部統制推進掲示板」のグループウエアトップページへの設置 【R7 新規実施】 

 職員グループウェアのトップページに「内部統制推進掲示板」を設置するとともに、

掲載情報を整理統合し、職員が必要な情報を容易にアクセスできるようにしました。 

 

〇ノーコードツールを活用した「業務手順書」の共有 【R7 新規実施】 

 部局が作成した「業務手順書」をノーコードツールに登録することで、課内の職員

が誰でも容易に「業務手順書」検索して活用できるようにしました。 

 

○「リスク管理票」を活用したリスクマネジメントサイクルの構築 【R７取組強化】 

「自己点検チェックリスト」（P35）を参考に、係単位に「リスク管理票」（P36）を作成

し、係（担当）内の業務におけるリスクの予測・評価・対策を行っています。 

  なお、「リスク管理票」は職員間で共有し、組織内で想定される事故のリスクをあらか

じめ把握して職務遂行することにより事故の未然防止を図ります。 

 

○「リスクコントロール表」を活用したリスク対策 

内部統制の推進には、所属長を中心とした事故の未然防止と再発防止の取組が不可欠

です。また、リスクの再発防止に向け、原因分析、リスク対応策の検討、業務手順書等の

適切な整備に基づいた、リスク対応策の実行が求められます。 

このことから、再発防止のためのリスク管理の強化として、令和７年度に情報セキュリ

ティ事故や契約重要誤り等が発生した 12部局 41所属を対象に、「リスクコントロール表」

（P37）を活用したリスク対策を実施しました。 

※リスクコントロール表は、事務処理ミスや事故等に対する「リスク対応策」、「リスク

対応における業務マニュアル等の整備」、「所属における年度末の振返り」を記載するも

ので、これまでの自己点検チェックリストと合わせて、内部統制の取組ツールとして活

用しています。 
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○「内部統制推進の補助ツール」を活用したリスク対策（事故未然防止） 

内部統制の推進に当たり、各所属において、認識誤りや確認不足から生じている事務 

処理誤り防止や情報セキュリティ事故防止の観点から、各所属において活用可能な内部

統制推進支援ツールを内部統制推進広報紙「Action！」発行時に、庁内向けに周知してい

ます。 

（１）契約事務の事案決定権限・契約権限チェックシート（P38） 

契約事務の都度、契約内容（工事、物品購入、賃貸借、その他委託等）ごとに、担当、

係長、課長（所長）が各々自らの責任で、根拠規程が異なる事案決定手続規程（別表）

及び契約事務規則（委任表）について、一覧化した当該シートにより改めて課契約の範

囲か否か（経理管財課契約該当）等を確認します。認識不足による契約事務誤りの未然

防止を図るものです。 

 

（２）書類送付前・FAX送信前チェックリスト（P39） 

送付書類の確認（記載内容に誤りがないか、不要な書類が混在していないか）及び送

信先の FAX番号、郵送先住所等に誤りがないか等、複数担当によるダブルチェックを徹

底し、確認不足等による情報セキュリティ事故の未然防止を図るものです。 
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（５）監査指摘事項に対する内部統制の取組 

令和７年度定期監査結果の指摘事項に対し、各所属では「監査指摘事項 対応・実績

報告書」（P34）を用いて発生原因（リスク）を把握したほか、具体的な改善等対応状況

及び再発防止策の検討や、根拠規定、事務マニュアル・手引等を確認しました。 

【定期監査結果】 

 

  令和７年度定期監査結果（指摘事項等合計数）  ※財政援助団体等監査除く 

№ 対象部局 
対象 

監査 

実施数 

（課・所等） 

監査結果 
合計 

指摘 意見・要望 

1 企画経営部 後期 3 1 1 2 

2 総務部 後期 4 2 1 3 

3 地域未来創造部 後期 13 3 10 13 

4 区民部 後期 4 1 3 4 

5 産業経済部 後期 1 0 0 0 

6 福祉部 後期 11 0 5 5 

7 健康政策部 前期 4 1 2 3 

8 こども未来部 前期 5 4 2 6 

9 まちづくり推進部 後期 3 0 0 0 

10 鉄道・都市づくり部 - - - - - 

11 都市基盤整備部 後期 3 1 0 1 

12 資源環境部 後期 2 1 1 2 

13 会計管理室 後期 1 0 0 0 

14 教育総務部 前期 20 13 4 17 

15 選挙管理委員会事務局 - - - - - 

16 監査事務局 前期 1 0 0 0 

17 議会事務局 - - - - - 

合    計 27 29 56 

指摘事項等 

件数 

令和７年度定期監査結果 56件                    

（参考）令和６年度 59件、令和５年度 70件 

監査の方法 

○重点事項 ・誤り、不正、事故等の防止に関する正確性、合規性の監査 

・経済的、効率的、効果的な事務事業の執行に関する監査 

・契約事務の委任範囲等に関する監査  

○その他財務等に関する監査 
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（６）内部統制推進アンケート調査結果 

ア 目的 

内部統制が有効に機能するためには、全ての職員が内部統制を意識し業務に取り組

むことが重要です。令和元年度から取組を開始した内部統制について、理解がどの程度

進んでいるか等、現状を把握し、今後の内部統制の推進に活かすことを目的とし、令和

７年度も区職員向け内部統制推進アンケート調査を実施しました（４回目）。 

 

イ 実施概要 

（ア）実施期間 令和８年２月 20日から３月 19日まで 

（イ）実施方法 ＬＧＷＡＮ上の電子申請サービス（LoGoフォーム）利用 

（ウ）対 象 者 LoGoフォーム利用可能な職員（会計年度任用職員を含む） 

（エ）実施結果 回答者数 1,241名（前年度  1,044名） 

 

ウ アンケート結果 （括弧内は前年度） 

（ア）この１年で自身の内部統制に対する理解と実践は進んだか 

   

 

（イ）以前と比べ、職場の内部統制の取組が進んでいると思うか 

 

進んでいる

61％(58％)

進んでいない

７％(13％)

わからない

32％(29％)

進んでいる

52％(46％)

進んでいない

９％(11％)

わからない

39％(43％)
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（ウ）大田区の内部統制について、知っている取組内容（複数回答） 

 
 

 

（エ）事案決定について、知っている（一定の理解が出来ている）内容

 

  

68%

62%

35%

85%

42%

61%

33%

49%

45%

53%

54%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大田区内部統制取組方針

大田区内部統制の手引

大田区内部統制取組報告書

内部統制推進広報紙「Action！」

リスクコントロール表

自己点検チェックリスト

自己点検チェックリストによるリスク管理票

定期監査指摘事項 対応・実績報告

定期監査等の結果に基づき講じた措置

内部統制推進研修

大田区内部統制推進員

ノーコードツールを活用したマニュアルDB…

17%

63%

75%

63%

74%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他(わからない等)

適切な事案決定を行うことで、結果(副次的効果)

として、責任所在の明確化が図られること。

「事案決定」が「組織(大田区)としての意思決定」で

あること。

大田区事案決定手続規程『別表（第３条関係）』(共

通事案)(決定権者に係る分類表)

大田区事案決定手続規程(事案決定に係る根拠)
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 エ  アンケート調査総括 

当区において、「この１年で自身の内部統制に対する理解と実践は進んだか」の質

問に対して、「進んでいる」が前年度比で３ポイント増加し、職員一人ひとりの内部

統制推進の実践や理解が着実に深まっていることがうかがえます。また、「以前と比

べ、職場の内部統制の取組が進んでいると思うか」については、前年度比で６ポイン

ト増加しており、職場全体での取組の進行状況にも改善が見られました。これらの結

果から、内部統制推進に係る職員一人ひとりの理解が深まっているとともに、職場で

の内部統制の実践（事務事業における確認、情報共有、事故防止の工夫等）が徐々に

定着しつつあることを示しています。 

一方、区の意思決定の手続である「大田区事案決定について、知っている(一定の

理解が出来ている)内容又は該当するもの」についての質問に対しては、「事案決定が

組織(大田区)としての意思決定であることを知っている(理解が出来ている)」との

回答が 75％、「その他(分からない等)」との回答が 17％という結果になり、大田区事

案決定について、一定の理解が得られていないという傾向が見られました。 

今後、ルールの再周知やＯＪＴ等により、事務の基本である事案決定に係る理解度

を上げていくことが、職員のミス防止や実務スキル向上につながると考えます。 

なお、令和６年６月以降、各職場において、内部統制推進広報紙「Action！」発行

の都度、内部統制推進員（係長）による係会（担当者会）での所属係員への内容周知

の取組を実施し、令和７年度は「Action！30号」について、内部統制推進員から計

1,681名の職員への周知実績報告がありました。このような取組も「内部統制」の認

知度向上や職員一人ひとりの「内部統制推進」の意識啓発の一助となっています。 

職場における内部統制の整備・運用状況を確認する方法の一つとして、今後も継続

的に「内部統制推進アンケート調査」を実施していきます。 
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２ 各統制機能部門における取組     

 

○総務課（法規担当） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

毎年１月に、新年度に向けた規則及び訓令の立案請求に関して各部局に通知し、改正

等に漏れのないよう注意喚起をしています。 

また、各課から業務に関する相談があったときは、起こりうるリスク等を具体的に説

明し、助言・指導をするとともに、各業務における法的問題に対応しやすい体制を整え

るため、各課が利用できる弁護士による法律相談を設け、利用しやすいよう定期的に全

課に向けて周知しています。 

 

２ 問題発生時の対応 

関連法令や過去の事例、裁判例、文献などを基に、各課に対し助言・指導をしていま

す。また、重大な事案については、法務担当課長が関係部局と直接連絡をとり、対応に

ついて助言・指導をしています。 

 

３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

「損害賠償事務の手引」を庁内グループウェアの総務課マニュアルに掲示するほか、

条例等の例規の制定・改廃に係る手続に関して掲示板で職員に周知しています。 

 

４ 今後の取組 

各課の業務が法令等に基づいて適正に行われるよう、引き続き各課からの問合せや

相談には適切に対応するとともに、弁護士による法律相談などを通して職員が相談し

やすい環境を充実させていきます。 

 

 

○総務課（内部統制・情報セキュリティ担当） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

サイバー攻撃やソフトウェアの脆弱性情報、他自治体等で発生した事故等について

は、庁内グループウェアの掲示板を活用して随時、注意喚起を行うとともに、FAX送信

時の注意点や複数所属で発生した事故事例等についても全庁で情報共有しています。 

区では、インターネット等の外部ネットワークと庁内ネットワークを分離し、外部か

らの不正アクセスや攻撃を防止するとともに、端末にネットワークや私物機器を誤接

続した場合には即時に検知し遮断する等の対策を取っています。また、職員が利用する

端末にネットワーク等の誤接続防止ための注意喚起をポップアップで表示するなど、

情報政策課と連携し、日常的なリスク啓発を継続しています。 
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令和７年度に総務課内部統制・情報セキュリティ担当が講師を務める職層研修・職場

内研修を16回実施し、延べ1,246名が受講しました。また、マイナンバー安全管理措置

研修は、93所属、151名が受講しました。各所属においても独自に職場内研修を実施し

ています。 

さらに、情報セキュリティ・セルフチェック（年１回）を計画的に実施し、職員の適

切な初動対応や連絡・報告体制の確認、標的型攻撃メールによる不正プログラム（マル

ウェア等）感染リスクの低減と、より実効性の高い対策の推進に取り組んでいます。標

的型攻撃メール訓練（年２回）では、添付ファイルやＵＲＬを開封しているにもかかわ

らず報告がなかったケースが一定数あったため、メール受信時の報告手順等を確実に

定着させるべく、職員が取るべき行動や報告先を粘り強く周知しています。 

このほか、情報セキュリティ監査や特定個人情報保護評価書運用適正性確認事業等

を通じて、各所属の事務におけるリスク分析やリスク対応を支援することで事故発生

を防ぎ、個人情報保護及び情報セキュリティに関する体制を強化しています。 

 

 【情報セキュリティ監査】 

確認項目数 

（４所属・合計） 
重大な指摘事項 軽微な指摘事項 

160 ０ ８ 

指摘事項 

（所属重複あり） 

・ＵＳＢメモリの利用について、「機器使用及び持ち出し管理

簿」に未記載 

・無施錠キャビネットでの資料保管 

・ホームページ作成システム（CMS）の共用 ID について利用

記録簿等を未作成 

・申請書等運搬状況の記載漏れ 

・システム手順書の記載内容不足 

指摘事項への対応 各所属において、具体的なスケジュールを計画し対策を実施 

情報セキュリティ委員会にて結果及び各所属の対応状況報告 

 

 【特定個人情報保護評価書運用適正性確認事業】 

確認項目数 

（２事務・合計） 
重大な指摘事項 軽微な指摘事項 

456 ０ １ 

指摘事項 ・委託先アカウントの迅速な無効化 

指摘事項への対応 各所属において、具体的なスケジュールを計画し対策を実施 

情報セキュリティ委員会にて結果及び各所属の対応状況報告 
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 対象事務 

  ○介護保険事務（全項目評価） 

  ○予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の実施等に関

する事務（全項目評価） 

２ 問題発生時の対応 

情報セキュリティ事故対応マニュアルに基づき、被害の程度や影響範囲に応じて、迅

速かつ適切に初動対応を行っています。特に重大事故については、公表及び国の個人情

報保護委員会や国家サイバー統括室、デジタル庁、総務省、東京都へ報告することとし

ています。その他の事故については、定期的に情報セキュリティ委員会で報告するとと

もに、庶務担当課長会や庁内グループウェアで事故事例の情報共有と注意喚起を行っ

ています。 

情報セキュリティ事故対応マニュアルについては、庁内グループウェアに掲示する

とともに、職層研修や各所属内のセキュリティ研修において周知し、職員が事故発生時

に適切な対応を取ることができるようにしています。 

また、重大事故が発生、又は複数の事故が続いて発生した所属の課長等に対して、内

部統制・情報セキュリティ担当課長が直接ヒアリングを実施し、再発防止を図るように

しています。 

さらに、令和６年４月以降、情報政策課から各所属へ配備された職員用端末に、職員

等が私物のスマートフォン等を誤接続した場合、セキュリティ事故報告として発生所

属課を庁内グループウェアに掲示し、注意喚起を強化しています。  

 

 

 

３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

庁内グループウェアを活用し、情報セキュリティ対策基準、情報セキュリティ事故対

応マニュアル、マイナンバー安全管理措置対応マニュアル、情報公開条例の手引及び個

人情報保護制度の手引等を周知しています。また、法改正や国のガイドラインの改正に

伴い、適宜マニュアル等の改正を実施しています。 

４ 今後の取組 

従来からの取組を継続するとともに、情報セキュリティ事故発生所属においては事

故発生原因等をもとにリスク分析・リスク対応策等を実施し、事故の再発防止と個人情

報保護及び情報セキュリティ体制の強化を図っていきます。 

また、受託事業者の管理徹底、システムの操作ログ等の取得・確認、課内研修の継続

的実施等、共通課題及び各所属において特に強化すべき対策ポイントを示し、職員全体

のセキュリティ意識の向上を図っていきます。  

年度 私物スマートフォン等誤接続件数 

令和７年度 ６件 
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○総務課（文書担当） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

文書事務の適正化を図るため、定期的に庁内グループウェアの掲示板を活用して文

書事務の注意点等を周知するとともに、文書を施行する際には決定済みの起案文書と

施行文書を照合して誤りの防止に努めています。 

 

２ 問題発生時の対応 

関係所属と連携し対応策を助言するとともに、必要に応じて、規則及び規程等に基づ

いた適正な処理を行うよう全部局に向けて注意喚起をしています。 

 

３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

「文書事務の手引」、「文書管理システム操作説明書」、関連部局と連携し作成した「職

員共用ファイルサーバー運用ガイドライン」等のほか、文書事務と文書管理システムの

運用に関して、随時確認できるよう庁内グループウェアに掲示し周知しています。 

 

４ 今後の取組 

継続して文書事務の適正化に向けた理解を促していくため、引き続き「今月のピック

アップ」として文書事務のポイントを周知していきます。 

また、問合せや誤りの多い事項に関しては、「文書事務の手引」（４月改訂）、「文書管

理システム操作説明書」（４月改訂）及び「文書管理システム運用マニュアル」（４月改

訂）、等を毎年度見直し、最新版を周知していきます。 

さらに、文書管理システムの再構築については、機能面と併せて運用についても見直

すことで、安定的、効率的なものとなるよう、令和８年度中の本稼働に向けて、情報政

策課と連携して準備を進めていきます。 

 

【令和７年度の実績】【文書事務の手引】今月のピックアアップ 

４月 
更新日 令和７年４月 18日 

内 容 ○公印押印の範囲の見直しについて 

５月 
更新日 令和７年５月 16日 

内 容 ○公文書作成の留意事項 

６月 
更新日 令和７年６月 16日 

内 容 ○起案様式（第12号様式）を用いて起案するときのポイント 

７月 
更新日 令和７年７月10日 

内 容 ○公文書作成の留意事項 

８月 
更新日 令和７年８月 21日 

内 容 ○起案文書を作成するときのポイント 
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○人事課（旅費・時間外勤務手当支給事務） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

時間外勤務の申請漏れや上限時間に近い職員を抽出して所属へ通知し、漏れのない

速やかな申請と時間外勤務時間を確認するよう注意を促しています。 

また、実績の入力・決裁漏れがないよう、毎月の給与支給通知の中で周知するととも

に、庶務事務システムでの各種申請入力時に、手当科目変更有無（チェック漏れ）に関

する確認事項をポップアップで表示するなど、誤申請防止に向けた注意喚起のための

システム改善を重ねています。 

実施申請を行う際は、命令申請の申請履歴を検索して表示しますが、検索期間の初期

設定を過去２か月とすることで、過去の命令申請に対する実施申請漏れを防ぎ、時間外

勤務の管理徹底につなげています。 

旅費等の申請に関しては、過去に誤りや申請漏れの多かった事例について、通知文の

中で図を用いて示すなど、周知の方法を改善しています。あわせて、申請対象者を抽出

して状況を確認し、申請漏れ等については個別連絡を行い、より適正な事務の執行に努

めています。 

  

９月 
更新日 令和７年９月11日 

内 容 ○文書の施行について 

10月 
更新日 令和７年 10月９日 

内 容 ○起案文書を作成するときのポイント 

11月 
更新日 令和７年11月19日 

内 容 ○起案の取消し等について 

12月 
更新日 令和７年 12月 10日 

内 容 ○大田区例規集システムについて 

１月 
更新日 令和８年１月 20日 

内 容 〇施行文書のチェックポイント 

２月 
更新日 令和８年２月13日 

内 容 ○文書の保管及び保存 

３月 

更新日 令和８年３月13日 

内 容 

○起案文書を作成するときのポイント（再掲）、 

起案様式（第12号様式）を用いて起案するときのポイント

（再掲、一部追記） 
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２ 問題発生時の対応 

誤支給等が発生した場合は、追給戻入を行うとともに、発生原因を確認し再発防止に

向けた対策を講じています。あわせて、条例、規則等に基づいた適正な処理を行うよう

指導を行っています。 

 

３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

「給与事務の手引」を作成し、庁内グループウェアで職員に周知しています。内容を

毎年度更新し、旅費については、よくある質問や間違えやすい事項を質疑応答集にまと

め、庶務事務システム内の各申請画面で操作等マニュアル確認ができるように設定し

ています。誤りの多い通勤手当と旅費の調整方法については、異動時期や運賃改定時な

ど通勤手当の通知の機会に併せて周知を行い、誤支給の抑制につなげています。 

また、申請依頼の掲示の際、庶務事務システム画面のスクリーンショットを多用した

マニュアルを添付し、画面展開を見ながら確実に入力できるよう対応しています。 

 

４ 今後の取組 

職員からの問合せや誤りの多い事例について、原因を調査・分析し、マニュアルの改

正や、システム改修等を実施することで、職員が誤りなく手続できるよう、常に見直し

を行っていきます。 

 

 

○経理管財課（契約事務） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

監査事務局や会計管理室の指摘事項のほか、各部局や検査担当からの報告によりリ

スクを把握し、工事担当課との間で定期的に開催する打合せ会や異動者・新規採用者向

けに行う契約事務説明会の中で、事務処理誤りが多く発生している事案について情報

共有を図っています。 

また、契約手続き前の事前チェックを通じ契約事務の適正な手続きを図るほか、事業

課の契約締結依頼の起案文書における必要事項の記載漏れを防ぐため、雛型文（物品購

入、賃貸借・長期継続契約等）をマニュアルに掲出し、注意喚起しています。 

 

２ 問題発生時の対応 

関連法令や過去の事例を参考に、各部局に対応策を助言・指導しています。また、問

題が重大な事案については、経理管財課長が所属長に直接連絡を取り合うとともに、統

制機能部門とも連携して再発防止に向けた助言・指導をしています。 
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３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

「契約事務の手引」、「随意契約ガイドライン」、「プロポーザル方式実施ガイドライン」

等を作成し、庁内グループウェアの経理管財課マニュアルに掲示しています。 

 事務誤りの防止や業務適正化につながるよう、起案別紙の雛型文や仕様書、内訳書等

の必要書類の記載例を、契約事務担当者掲示板で随時掲示しています。 

 また、年度契約や長期継続契約の手続きが必要な時期に合わせて、「契約担当からの

お知らせ」として全課周知用掲示板に関連書類や注意事項をわかりやすく掲示しまし

た。 

 

４ 今後の取組 

頻出する契約事務に関する事例・リスクについては、契約事務研修資料の各項目にお

ける表記の修正や注意点を列記するなど、再発防止を促す工夫を行います。また、当該

研修資料を庁内グループウェアにも掲載することで全部局に問題事例をフィードバッ

クして共有していきます。 

さらに、契約事務に関するマニュアルやガイドライン類をさらに整備することで、契

約事務担当者のバックアップと問題発生の未然防止につなげます。 
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○会計管理室（会計及び物品管理事務） 

１ リスクの把握方法、未然防止の取組 

（1）会計事務に関する適正状況調査の実施 

例年10月、各所属の会計事務に関するリスク確認と対策の検討を促し、事務改善に

つなげるための調査を実施し、正確な事務処理の推進や会計事務の基本的知識の習

得、手順等の確認について支援しています。 

令和元年度からは内部統制の推進及びリスク管理の観点から、部内各課の結果を

集計し、庶務担当課長宛てに周知しています。 

【令和５～７年度の結果】 

年度 支出命令書発行件数 誤り件数 誤り率 

令和７年度 9,180 218 2.37% 

令和６年度 9,257 212 2.29% 

令和５年度 9,212 214 2.32% 

 

（２）自己検査 

年３回、各回15か所程度の所属を訪問し、金銭出納員及び資金前渡受者の現金の取

扱いに係る帳簿、証拠書類等、郵券の金券受払簿等の金銭会計事務及び物品の出納・

管理を対象に検査を行っています。 

 

（３）日常的指導 

事務処理ミスが多く発生する案件は、個別に注意喚起の通知を行っています。 

審査時に見つかった金額誤り、債権者（相手方）誤りについては、万が一支払って

しまった場合の対外的な影響度の大きさから、重要誤りとして取り扱っています。当

該支出命令書は付せんを付けて返戻し、当該課（所）の係長、課長（所長）の確認印

を求めることで、所属における再発防止に向けた取組を促しています。令和５年度か

ら、重要誤りの発生件数と誤り内容や対策例を、庁内グループウェアに掲示して周知

を図り、リスクの共有と注意喚起を行っています。 

さらに、日々の業務の中で備品登録や支払漏れ、歳入の確認等を定期的に行い、疑

義がある場合は速やかに対応するよう所属に連絡するなど、適正な管理に努めてい

ます。 

 

２ 問題発生時の対応 

日常業務である審査及び出納事務においては、所属へ事実確認を行い、適正な事務処

理と対応策を助言・指導しています。特に問題が重大な場合や所属における会計事務上

の課題がある場合は、所属長からの説明を求め、関係所属と情報共有しています。 
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３ 職員向けマニュアルの整備状況、周知方法 

（1）会計事務の手引 

年度当初の４月に法改正や組織改正に係る改訂を行い、配信の際はわかりやすく

整理することで迅速かつ効率的な業務執行の支援に努めています。 

 

（２）金銭会計関係 

金銭会計様式や現金出納簿、金券受払簿を掲載しています。また、帳票改善等が

ある場合は、年度始めから対応するため３月に配信しています。 

現金出納簿、金券受払簿のエクセル帳票のトップページには、帳票の使い方等を

添付し、現金出納簿では、誤入力を防ぐため入力誤り時にはメッセージやセルが赤

く表示されるよう設定しています。 

 

（３）物品会計関係 

物品会計様式や物品名鑑を庁内グループウェアに掲載し、基本的な操作方法、問

合せの多い内容及び役立つ知識を体系的にまとめています。 

目的の作業について、順番に入力できるよう構成に配慮するとともに、問合せの

多い内容や便利な知識を手順とは別にポイントとしてまとめています。 

操作画面のイメージ図や作成・出力する帳票の見本を多く取り入れ、システム操

作に慣れていない職員にわかりやすく作成しています。 

 

（４）予算執行管理関係 

歳出予算整理簿の出力方法や確認方法を掲載しています。 

 

（５）会計事務通信の発行 

平成 28年９月から会計事務に関する職員一人ひとりの能力向上を図り、正確で

効率的な会計事務処理を実現するため、年５～６回の頻度で発行し、庁内グループ

ウェアの掲示板と会計管理室マニュアルを活用し周知しています。 

出納整理期間や年度末などの時期に合わせて発行することで、タイムリーにその

都度注意すべきことや、間違えやすい事項を掲載して啓発を図っています。 
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【令和 7 年度の実績】（会計事務通信） 

Vol.52 

発行日 令和７年４月 17日 

内 容 ○講師謝礼の支払いについて ～依頼から支出まで～ 

Vol.53 

発行日 令和７年４月 28日 

内 容 ○令和６年度の戻入等は払込場所と期限に注意 

Vol.54 

発行日 令和７年８月 29日 

内 容 
○付属機関委員の源泉徴収所得税、契約事務の委任範囲等の変

更について 

Vol.55 

発行日 令和７年９月24日 

内 容 
○会計事務に関する適正状況調査を実施します 

 ～チェックポイントを確認しましょう～ 

Vol.56 

発行日 令和８年２月３日 

内 容 
○令和７年度 会計事務に関する適正状況調査の結果につい

て 

Vol.57 

発行日 令和８年３月11日 

内 容 
○年度末・年度始めの注意点 

～ポイントを再確認しましょう～ 

Vol.58 

発行日 令和８年３月24日 

内 容 
○適正な物品の管理について 

～調査から見えた点～ 

 

４ 今後の取組 

必要な情報にアクセスできるよう、操作マニュアルの見出しの表記や掲示方法に工

夫を重ね、迅速・簡易・有効に活用できる操作マニュアルの作成を続けていきます。 

庶務担当課長会や会計事務通信、重要誤り発生状況の掲示を通じて、誤り件数の多い

事例のリスク対応策を紹介するなど、リスクの共有や未然防止に効果的な取組を進め

ていきます。 

物品に関する管理状況については、規則改正で所属長の責務を明らかにしました。改

正後の規則に基づき、令和７年度に引き続き定期的な物品の現況確認を行うよう所属

に促していきます。 

会計事務に関する適正状況調査及び物品の適正な管理状況調査において、リスク対

応策が十分ではない所属に対してはヒアリングを実施しています。その際、所属長自身

のリスク管理の方法や所属長としてどのように指導していくのかを重点的に聞き取り、

所属のリスクの把握と管理や有効なチェック体制の確立を支援していきます。 

財務会計システムは稼働から約20年経過しており、財務伝票の電子決裁導入のよう



28 

 

な新規機能の追加が困難な状況になりつつあります。令和８年度中のシステム更改に

向け、会計事務の原則と照らし合わせ、適正な執行が可能となるようシステムの設計の

検証を関係課とともに準備を進めていきます。 

 

 

【会計事務通信 Vol.57】 
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３ 内部統制における課題等 

（１）内部統制の主な課題及び対応 

内部統制制度の導入以降、統制機能部門を中心に組織横断的連携を進め、庁内のリス

ク管理体制の強化に取り組んできました。令和６年度における主な課題に対して、令和

７年度の対応状況は以下のとおりです。 

 令和６年度における主な課題（要旨） 課題への対応 

１ 制度定着のばらつき 

所属や職員により内部統制に対する

理解や活用に差があり、制度趣旨や活

用方法が十分に共有されていない。 

公務員倫理等研修等の実施 

①選挙事務における不適正処理の発覚を契

機として、公務員倫理及びコンプライアン

スに関する研修を管理職全員、内部統制推

進員（係長級職員）及び一般職員に対して

実施し、内部統制に対する職員の理解を深

めました。 

②「内部統制の手引」を改定し、区として内

部統制の推進の基本的な考え方を再整理し

ました。 

２ マニュアル類の活用不足 

 各業務に関するマニュアル等は整備

されているが、一部の職場では十分に

見直されておらず、その結果ベテラン

職員への依存や事務処理誤り発生の要

因となっている。 

ノーコードツールの活用によるマニュアル整

備 

 マニュアル類は、定期的な見直し及び事

務引継ぎ等により後任へ確実に引き継いで

いくことが不可欠であり、「ノーコードツー

ル」にマニュアル類を登録することにより、

職員が容易にマニュアルを確認して職務遂

行できる仕組みを設けました。 

３ 再発防止策の実効性 

 発生した事務処理誤りに対して再発

防止策を講じているものの、類似の誤

りが他の部局において繰り返し発生し

ている。 

内部統制の手引（事例集）の作成 

 庁内外で発生した事故をリスクとして可

視化し、職員間で共有して事務処理を行う

ことにより事故の未然防止を図る基本的な

考え方を明確にしました。 

 あわせて各部局における「リスクの可視

化」に向けて、事故事例やリスクを事例集

としてまとめました。 

４ 職員のスキル向上の必要性 

 事務事業に関わる職員一人ひとりの

適正かつ確実な事務を行う判断力及び

実務遂行力の向上が不可欠であり、担

内部統制に関する情報発信や研修の実施 

・内部統制の推進に関する有益な情報等を

わかりやすく解説した広報紙（Action！）

を発行し、職員の意識啓発に努めました。 
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当事務における一定の知見、スキル習

得とともに、内部統制の視点を有する

人材の育成が不可欠である。 

・内部統制に関する各種研修（第２ 令和７

年度の取組「１ 全庁における取組」(２)研

修等の実施参照）を実施し、職員の対応力

を向上させました。 

 

 

（２）発生した事故及びリスクへの対応 

令和７年度は、参議院議員通常選挙における選挙事務の不適正処理が発覚し、区は緊

急記者会見を開催して経過説明を行うとともに区長が謝罪を行うなど、区政の信頼を

損ねる重大な事故が発生しました。 

区は選挙事務の不適正処理の再発防止に向けて、第三者委員会を立ち上げて検討を

行い、第三者委員会から受けた提言（答申）に基づき、再発防止策をまとめました。 

さらに、本件への対応と並行して、庁内における適正な事務執行の徹底を図るため、

内部統制の取組の推進について検討を行い、「内部統制の手引」の改定や事例集の作成、

業務手順書を共有する新たな仕組みの導入など、部局のリスクコントロールを支援す

る各種取組を実施しました。 

 

また、本件以外にも後納郵便料の支払い遅延による「遅延利息金」の支払い（議会へ

の報告）、制度改正の対応漏れによる、手当の誤支給などの事故も一部発生しており、

事故の再発防止に向けて、「選挙事務不適正処理再発防止対策本部」における情報の共

有にとどまらず、職員へ具体的な留意事項を確実に伝達し、実務上の遵守を徹底すると

ともに、内部統制推進広報紙（Action！）により職員へ必要な事項を周知し、意識向上

の徹底を図っています。 
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内部統制 

第３ 今後の内部統制 

１ 目指す目標と到達点 

区は、内部統制機能の充実及び運用に関する「大田区内部統制取組方針」を定め、事務

事業の適正な執行をより確固たるものとし、「区民から信頼される区政」の実現を目指し

ています。そのためには、職員一人ひとりに対して内部統制の意識を醸成し、内部統制推

進リーダーである所属長の指揮のもと、内部統制推進員（各係長）が中心的役割を担い、

全職員が担当する事務・事業において、主体的に取り組むことが求められます。 

目指すべき目標と到達点の達成に向けて、内部統制の取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の方向性と取組 

大田区における内部統制は、平成 31年３月に総務省が策定した「地方公共団体におけ

る内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（令和６年３月一部改正）を参考とし、区の

実情に即した形で整備・運用を進めています。 

近年、超高齢社会による労働人口の減少や、アフターコロナに伴う新たな生活様式への

対応等、自治体経営を取り巻く環境は大きく変化しています。限られた人員や財源の中で

持続可能な行政運営を図るためには、内部統制の目的を踏まえた業務プロセスの見直し

が不可欠です。 

内部統制のステップアップ（図）の STEP３の整備・運用における「ICT等の活用による

業務の自動化・標準化などによる業務プロセスの改革」については、近年、DX（デジタル・

事務事業の適正な執行をより確固たるもの

とし、「区民から信頼される区政」を実現

区における内部統制の推進により、

各所属でのリスク管理の体制を強化

   内部統制の意識を醸成し、所属長を中心に

   全職員が主体的に内部統制に取り組む

【到達点（目的）】 

 

【目  標】 

 

【取  組】 
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トランスフォーメーション）や ICTの活用によって、業務の標準化や自動化を図り、効果

的かつ効率的な内部統制を進めていくことが求められています。本区においても、国の自

治体システム標準化に対応した見直しに加え、文書管理システムや財務会計システムの

更改に伴う業務改善に取り組んでいます。 

 

令和７年度は、参議院議員通常選挙における職員による選挙事務の不適正処理が発覚

し、この事故を契機として選挙事務における不適正処理の再発防止策の検討と並行して、

組織における適正な事務執行の徹底を図るため、これまでの庁内における内部統制の取

組状況を検証し、リスクをあらかじめ想定し（リスクの可視化）、事故の未然防止を図る

ことを基本的な取組の方向性として整理し、「内部統制の手引」の改定や事例集を作成す

るとともに、「リスク管理票」を活用したマネジメントサイクルを再構築しました。  

内部統制の推進は、組織における継続的な取組が何よりも不可欠であり、令和８年度は

令和７年度に整理した庁内におけるマネジメントサイクルの定着を目指すとともに、内

部統制の推進に携わる職員の意識向上に引き続き取り組んでいきます。 

 

 

 
【内部統制のステップアップ】 
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大田区内部統制取組方針 
 

 

大田区は、「大田区基本構想」（令和 6 年 3月策定）で掲げた将来像「心やすらぎ   

未来へはばたく 笑顔のまち 大田区」の実現に向け、施策の着実な推進に取り組

んでいます。 

一方、区の将来を見据えると第 31次地方制度調査会答申(平成 28年 3月 16日)

において、今後の人口減少がもたらす様々な課題が指摘されるとともに、持続可能

な行政サービス提供のための体制確保の必要性が挙げられています。 

これら山積する行政課題に的確に対応していくためには、限りある行政資源を最

大限に活用するとともに、職員一人ひとりの力を結集して課題に対応していくこと

が必要です。 

こうしたことから、区は「区民から信頼される区政」の実現に向け、事務事業の

適正な執行をより確固たるものとするため、内部統制機能の充実及び運用に関する

「内部統制取組方針」を次のとおり定めます。 

 

１ コンプライアンスの推進 

法令その他の規範を遵守し、改めて服務規程の徹底や個人情報及び職務に関す

る情報を適切に管理することを組織全体で取り組んでいきます。 

 

２ 業務の効率的かつ効果的な遂行 

大田区スマートワーク宣言を踏まえ、意識改革、業務の効率化、事務事業の見

直しを継続し、効率的かつ効果的にその業務を遂行できるようにすることで業務

の目的達成を図ります。 

 

３ 財務等に関する適切な事務の遂行 

財務等の事務の信頼性を確保するため、会計事務その他の業務プロセスにおい

て、リスクを的確に把握し、適切な事務の遂行を行います。 

 

４ 区民の大切な資産の適切な管理運用 

区が保有する資産を把握し、適切な活用及び処分等を行います。 

 

今後は、この取組方針に基づき、組織として内部統制を推進し、その状況につい

て公表します 

 

令和７年７月 24日 

 

 

   

（別紙１） 

大田区長 
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（別紙２） 



 

 

取組方針 分類 No. リスク（Ａ） リスク具体例（Ｂ） リスク対応策（Ｃ） 課長 係長 係員

1 故意による個人情報の漏えい ◦住民の個人情報等の非開示情報を外部に漏えい ◦個人情報保護及び情報セキュリティについて、課内研修等で定期的に注意喚起 ● ● ●

◦初期画面には、FAXのワンタッチボタンの相手先が表示されないよう登録 ● ●

◦FAX機に「ゼロ発信を忘れずに！」等の注意喚起を貼付 ● ●

◦封入・発送処理を複数人で対応し、チェック体制を機能化（マニュアル等に明記） ● ●

◦個人情報や機密情報を含む重要書類は、必ず施錠し厳重に管理 ● ● ●

◦機器使用管理簿やデータ移動申請書兼記録簿等へ記入し、上司の承諾を徹底 ● ● ●

3 重要データの流出 ◦各課管理サーバ等、情報機器廃棄時の個人情報・機密情報の流出 ◦情報セキュリティ対策担当等の通知に基づき、データを適切かつ確実に抹消 ● ● ●

◦個人情報の目的外利用や外部委託等がある事業は、審議会の担当に早めに相談 ● ● ●

◦取り扱う個人情報保護項目の変更がある場合、審議会への諮問等を適切に実施 ● ● ●

5 業務上の証明書発行誤り ◦申請者と別人の証明書を発行 ◦住所、生年月日により同姓同名者と区別し、発行時に申請者と必ず確認 ● ●

◦疑義や不信のないよう、法令等に沿い、公平性・中立性を確保した職務の遂行 ● ● ●

◦研修や朝会及びグループウェア等を活用し、所属長が職員に法令順守を徹底 ●

◦契約、入札及びその他の機密文書や現金は、必ず施錠し厳重に管理 ● ● ●

7 不当要求 ◦受給要件を満たしていないが、不当な圧力に屈し、給付を決定 ◦一人で対応せず、組織で毅然と対応（不当要求行為対応マニュアルを参照） ● ● ●

8 条例等の未改正 ◦法律が改正されたのにも関わらず、関連する条例等が未改正 ◦企画課からの区政関連情報等を参考に、適切な時期での条例等改正 ● ● ●

◦日頃から業務手順書や業務フローを整備しておき、事務引継に活用 ● ● ●

◦RPA、AI、情報システム等を活用し、業務手順を見える化・自動化 ● ● ●

◦法令等を理解し、事務が適切に執行されていることを説明 ● ●

◦お役所言葉や専門用語を用いるのではなく、わかりやすい言葉で丁寧に説明 ● ●

◦業務の優先順位を視覚化するため、業務手順書等で業務を見える化 ● ● ●

◦進捗管理表等を活用し、業務の進捗状況を適切に管理 ● ●

◦ホームページ作成時に、掲載期間等を設定 ●

◦リンク先に問題がないか定期的に確認 ●

◦書庫や収納キャビネットを整理し、保管場所や保存期間の一覧表を作成 ● ●

◦職員共用フォルダを業務ごとに構造化し、定期的に整理 ● ●

◦申請書は共有の申請受理箱及び申請受理簿で、個人ではなく組織で管理 ● ●

◦申請受理から区民への交付まで一貫したシステム処理を進めるため、電子申請等を活用 ● ● ●

◦所属ごとに作成している「情報セキュリティ実施手順」を周知徹底 ● ● ●

◦不審メール受信時は、添付ファイルを開封せず、情報システム課に連絡 ● ● ●

◦無許可の情報機器（私物のUSBや携帯電話等）は、業務端末に接続不可 ● ● ●

16 過誤納金の発生 ◦使用料・手数料等の金額や徴収すべき相手を誤って徴収 ◦ダブルチェックを徹底 ● ● ●

◦会計事務の手引を確認し、正確に財務処理 ●

◦納付書作成後、払い込む前に再確認 ●

◦事務及び予算担当者により、予算額との突合や前年度との比較等を確認 ● ● ●

◦先んじて国や都からの情報収集を行い、迅速な手続きにより予算を確保 ● ● ●

19 領収書処理の誤り ◦窓口収納に際し、領収書の発行日付の誤印や原本でなく控えを返却 ◦金銭取扱業務について、内部研修等で定期的に注意喚起 ● ●

◦庶務担当が定期的に注意喚起し、各職員は速やか・適正に申請 ●

◦庶務担当が課内において申請誤りがないか、毎月チェックを徹底 ●

21 支出事務の遅れ ◦支払遅延により、遅延利息（賠償金）の支払が発生 ◦請求書が届き次第、速やかに処理し、上司が進捗をチェック ● ● ●

22 支出金額や相手先の誤り ◦財務会計システムへの支払金額や相手先の誤入力 ◦支出命令書、請求書、決定文書、契約書等の金額や相手先をダブルチェック ● ● ●

23 補助金等の見直し不足 ◦補助目的や公益性・有効性・適格性が明確でなく、終期が未設定 ◦「大田区補助金適正化方針」に基づき、見直し・検証の実施 ● ● ●

◦「事案決定手続規程」、「契約事務規則」を課内に周知徹底 ● ● ●

◦「契約事務の手引」、「契約事務研修テキスト」を活用 ● ●

◦消耗品の購入や工事の進行管理を計画的に行い、上司が進行管理 ● ● ●

◦「随意契約ガイドライン」等を活用し、課内や係内で上司が定期的に注意喚起 ● ●

◦複数の購入等を一括発注し、入札等でコスト削減（疑義がある場合、契約担当に相談） ● ● ●

◦「アウトソーシング指針」や「プロポーザル方式実施ガイドライン」により、適切に選定 ● ● ●

26 仕様書の不備 ◦委託先に対し、仕様書と異なる業務を口頭で依頼 ◦契約前の企画段階で複数業者からヒアリングを行い、仕様書の内容を精査 ● ● ●

27 委託管理の不備 ◦委託先の従業員へのセキュリティ等研修や区の立入検査が未実施 ◦委託先の従業員へセキュリティ等の研修報告書を提出依頼（必要な場合、立入検査） ● ● ●

◦再委託を行う場合、受託者が「再委託承諾申請書」を提出（区の承諾が必要） ● ● ●

◦「大田区指定管理者制度運用マニュアル」を活用 ● ● ●

◦モニタリングや監査結果を指定管理者と協議し、指導事項や課題に対応 ● ● ●

◦会計事務の手引「第08章：物品会計」を確認し、事務処理を実行 ● ● ●

◦定期的に整理整頓し、現物確認を行うとともに備品台帳を最新情報に更新 ● ● ●

◦徴収した歳入金は、速やかに最寄り等の確実な金融機関へ払込 ● ●

◦現金等は施錠可能な場所で保管し、帳簿により上司を含めて適正に管理 ● ● ●
◦管理不十分により、現金・郵券・回数券等を紛失

委託、指定管理のトラブル
◦「個人情報及び機密情報」の取扱事務に関し、区の許可を得ず再委託
◦指定管理者との協定内容の履行管理・検査の未実施
◦指定管理者の管理が協定内容に対して不十分

資産の
適切な
管理運用

物品
財産

29 不十分な備品の管理 ◦備品の登録漏れや誤りにより、現物確認ができず亡失しても把握が困難

資産
管理

30 不適切な資産等の管理

財
務
に
関
す
る
適
切
な
事
務
の
遂
行

収
入

17 歳入事務の誤り
◦調定登録の誤処理（二重登録、登録もれ等）
◦収納金を誤った納付書で払込（年度、科目誤り等）

支
出

20 時間外勤務手当・旅費の誤り ◦庶務事務システムの入力誤りにより、追給・戻入が発生

契
約

24 事案決定前の発注 ◦事案決定者（管理職）の事案決定（承認）を経ず、担当者の判断で発注

25 不適切な契約形態
◦一括契約（購入・工事等）が可能だが、課契約範囲内で意図的に分割契約
◦委託等の範囲や方式を、十分な検討や見直しがなく決定

28

15 システムダウン
◦不審メールを開封し、ウイルス感染したことにより、ネットワークや業務端末が
使用不可
◦情報資産登録していないUSB等を使用し、ウイルスに感染

18
国・都等への交付金等申請誤
り・漏れ

◦交付申請の事務処理を誤り、交付額に誤りが発生
◦申請漏れにより、必要な交付金等が未歳入

保存文書の未整理
◦保存文書の保存先が未管理
◦職員共用フォルダが個人管理となっており、組織で未共有

14
申請書・請求書等の未処理、処
理誤り・遅れ

◦各個人で対応し、申請が放置されていても気づかず未処理
◦放置されたことで、区民へ多大な被害

業
務
の
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
遂
行

プ
ロ
セ
ス

9 不十分な引継ぎ
◦事務引継の未実施
◦口頭での事務引継による正確な内容の未伝達

10 説明責任の欠如
◦担当事務に関する根拠法令の理解不足
◦窓口、電話対応等での説明不足

11 業務進捗管理の不徹底
◦業務の重要な期限（クリティカルポイント）までに業務未実施
◦当初業務スケジュールとの大幅な乖離

情
報
管
理

12 ホームページの未更新
◦過去の情報を掲載
◦リンク切れで情報確認が不可

13

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「大田区内部統制取組方針」を推進するための自己点検チェックリスト

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
推
進

情
報
取
扱

2 個人情報の漏えい・紛失

◦書類の誤送付やメールの誤送信
◦発送文書等の封入ミス
◦書類の紛失、盗難
◦USB等の電子媒体の紛失

4
情報公開・個人情報保護審議
会への諮問・報告漏れ

◦契約の段階で、審議会への諮問等がされていないことが判明

法
令
順
守

6 法令順守に反する行為
◦業者に予定価格を漏えいし、金品等を受領（収賄）
◦窓口で納付された現金を着服（着服）
◦申請していない経路や方法での通勤や飲酒運転

令和５年３月更新 所属（課・所）：
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大田区内部統制取組報告書（令和７年度） 

  

大田区総務部総務課 

内部統制・情報セキュリティ担当 

電話 03-5744-1160  FAX 03-5744-1505 


